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議案等番号 件　　　名 内　　　容 付託委員会 審議結果
（賛成：反対）

報告第 １ 号 令和６年度稲敷市一般会計予算の
繰越明許費繰越計算書について

企画調整事業をはじめとする全７事業５億 7,438 万９千円の
繰越を報告するもの ― 報告

報告第 ２ 号 令和６年度稲敷市水道事業会計予
算の繰越計算書について

新利根配水場電気設備更新工事等２億 3,470 万円の繰越を報
告するもの ― 報告

報告第 ３ 号 令和６年度稲敷市下水道事業会計
予算の継続費繰越計算書について

あずま浄化センター機械・電気設備改築工事等に係る建設改
良費４億 2,200 万円の繰越を報告するもの ― 報告

報告第 ４ 号 令和６年度稲敷市下水道事業会計
予算の繰越計算書について

公共下水道整備費１億 6,807 万円、農業集落排水整備費 2,518
万９千円、公共下水道更新費 843 万７千円、農業集落排水更
新費 1,213 万７千円、流域下水道建設負担金 100 万７千円の
繰越を報告するもの

― 報告

議案第 39 号
専決処分の承認を求めることにつ
いて（稲敷市税条例の一部を改正
する条例）

「地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改
正する法律」の公布に伴い、所要の改正を行うもの（特別控
除の創設等）

市民福祉 承認
（17：0）

議案第 40 号
専決処分の承認を求めることにつ
いて（稲敷市国民健康保険税条例
の一部を改正する条例）

「地方税法施行令の一部を改正する政令」の施行に伴い、所要
の改正を行うもの（国民健康保険税の課税限度額及び軽減世
帯判定に係る加算金を改めるもの）

市民福祉 承認
（17：0）

議案第 41 号
専決処分の承認を求めることにつ
いて（令和６年度稲敷市一般会計
補正予算（第８号））

既定の予算総額に 4,933 万７千円を増額するもの
総務教育
市民福祉
産業建設

承認
（17：0）

　令和７年第２回稲敷市議会定例会が６月３日（火）から６月13日（金）までの11日間にわたり開かれ
ました。
　本定例会には、議案等が37件（報告４件、専決処分の承認５件、条例の改正２件、令和７年度一般会計
補正予算２件、工事請負契約の締結１件、動産の買入れ１件、市道路線の廃止１件、訴えの提起１件、人
事17件、選挙２件、特別委員会の設置１件）が審議され、全議案とも全会一致により承認・原案可決・同意・
当選されました。
　議会の審議経過及び議決の結果については次のとおりです。

【開 催 日】 【 審 議 内 容 】
６月 3 日（火） ・開会

・議案等32件が上程され、市長から報告・提案理由説明を受ける。
・人事17件の採決を行う。
・選挙２件の採決を行う。
　（４日　議案調査のため休会）

６月 5 日（木） ・議員６名による市政一般に関する通告質問を行う。
６月 6 日（金） ・議員６名による市政一般に関する通告質問を行う。

・各常任委員会へ議案11件を付託する。
６月 9 日（月） ・市民福祉常任委員会による付託議案審査
６月 10 日（火） ・総務教育常任委員会による付託議案審査
６月 11 日（水） ・産業建設常任委員会による付託議案審査

　（12 日　議事整理のため休会）
６月 13 日（金） ・各常任委員長から付託議案について審査報告を受け、

　議案11件の討論、採決を行う。
・追加議案２件が上程され、市長から提案理由説明を受け、
　質疑、討論、採決を行う。
・議員提出議案１件が上程され、提出者から提案理由説明を受け、
　質疑、討論、採決を行い、成田国際空港対策特別委員会が設置される。
・閉会

令和７年第２回　稲敷市議会定例会令和７年第２回　稲敷市議会定例会

令和７年度
一般会計補正予算 1,549万６千円を可決1,549万６千円を可決

プライバシー確保のための避難所用備品、簡易トイレ用テントなどを購入
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議案等番号 件　　　名 内　　　容 付託委員会 審議結果
（賛成：反対）

議案第 42 号 専決処分の承認を求めることにつ
いて（事故による和解について） 損害賠償受領額を 22 万 9,209 円と定めるもの（物損事故） 総務教育 承認

（17：0）

議案第 43 号
専決処分の承認を求めることにつ
いて（和解及び損害賠償の額を定
めることについて）

損害賠償支払い額を 40 万 4,151 円と定めるもの（物損事故） 総務教育 承認
（17：0）

議案第 44 号 稲敷市営住宅の設置及び管理に関
する条例の一部改正について 柏木住宅の用途廃止に伴い、本条例から削除するもの 産業建設 原案可決

（17：0）

議案第 45 号 令和７年度稲敷市一般会計補正予
算（第２号） 既定の予算総額に 1,313 万８千円を増額するもの

総務教育
市民福祉
産業建設

原案可決
（17：0）

議案第 46 号 工事請負契約の締結について 稲敷市立江戸崎中学校第２期大規模改修等工事を入札価格
２億 9,645 万円で契約するもの 総務教育 原案可決

（17：0）

議案第 47 号 動産の買入れについて 稲敷市内小中学校の情報機器等入れ替えのため、１億 1,724
万 8,362 円で購入するもの 総務教育 原案可決

（17：0）

議案第 48 号 市道路線の廃止について 市道（江）3528 号線及び市道（桜）2629 号線を廃止するもの 産業建設 原案可決
（17：0）

議案第 49 号 訴えの提起について
学校給食費を滞納している相手方に対し、支払督促の申し立
てによる徴収を図ったところ、相手方が督促異議を申し立て
たため、訴訟に移行するもの

総務教育 原案可決
（17：0）

議案第 50 号 稲敷市教育委員会委員の任命につ
いて 柴　崎　　栗山　恵衣（新任） ― 同意

（17：0）

議案第 51 号 稲敷市監査委員の選任について 橋　向　　根本　正敏（再任） ― 同意
（17：0）

議案第 52 号 稲敷市、稲敷郡町村及び一部事務組
合公平委員会委員の選任について 柴　崎　　鈴木　健一（再任） ― 同意

（17：0）

議案第 53 号 稲敷市浮島財産区管理会委員の選
任について 浮　島　　松浦　徳司（新任） ― 同意

（17：0）

議案第 54 号 稲敷市浮島財産区管理会委員の選
任について 浮　島　　髙須　房雄（新任） ― 同意

（17：0）

議案第 55 号 稲敷市浮島財産区管理会委員の選
任について 浮　島　　大野　正勝（新任） ― 同意

（17：0）

議案第 56 号 稲敷市浮島財産区管理会委員の選
任について 浮　島　　坂本　泰則（新任） ― 同意

（17：0）

議案第 57 号 稲敷市浮島財産区管理会委員の選
任について 浮　島　　濵田　照夫（新任） ― 同意

（17：0）

議案第 58 号 稲敷市浮島財産区管理会委員の選
任について 浮　島　　髙須　利明（新任） ― 同意

（17：0）

議案第 59 号 稲敷市浮島財産区管理会委員の選
任について 浮　島　　坂本　三喜男（新任） ― 同意

（17：0）

議案第 60 号 稲敷市古渡財産区管理会委員の選
任について 古　渡　　髙田　泰明（再任） ― 同意

（17：0）

議案第 61 号 稲敷市古渡財産区管理会委員の選
任について 古　渡　　浅野　幸夫（再任） ― 同意

（17：0）

議案第 62 号 稲敷市古渡財産区管理会委員の選
任について 三　次　　山木　廣（再任） ― 同意

（17：0）

議案第 63 号 稲敷市古渡財産区管理会委員の選
任について 飯　出　　仲内　正明（再任） ― 同意

（17：0）

議案第 64 号 稲敷市古渡財産区管理会委員の選
任について 堀之内　　栗山　喜雄（再任） ― 同意

（17：0）

議案第 65 号 稲敷市古渡財産区管理会委員の選
任について 古　渡　　宇津喜　直樹（新任） ― 同意

（17：0）

議案第 66 号 稲敷市古渡財産区管理会委員の選
任について 下馬渡　　坂本　和男（新任） ― 同意

（17：0）

議案第 67 号
稲敷市特別職の職員で非常勤のも
のの報酬及び費用弁償に関する条
例の一部改正について

「国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の一部を
改正する法律」の公布に伴い、所要の改正を行うもの（投票
管理者等の報酬引き上げ）

― 原案可決
（17：0）

議案第 68 号 令和７年度稲敷市一般会計補正予
算（第３号） 既定の予算総額に 235 万８千円を増額するもの ― 原案可決

（17：0）

選挙第 ２ 号 稲敷市選挙管理委員会委員の選挙
について

江戸崎　　三ッ井　洋平（再任）
下根本　　沼﨑　忠夫（再任）
岡飯出　　松田　久夫（再任）
石　納　　坂本　敏光（新任）

― 当選
（17：0）

選挙第 ３ 号 稲敷市選挙管理委員会委員補充員
の選挙について

須賀津　　栗山　照夫（第１順位）
松　山　　澤邉　仁一（第２順位）
下須田　　黒田　功 （第３順位）
上根本　　萩原　敏正（第４順位）

― 当選
（17：0）

議 員 提 出
議案第 １ 号

成田国際空港対策特別委員会の設
置について

提出者　　髙野　貴世志
ほか４名 ― 原案可決

（17：0）
※ 議長（松戸千秋）は採決に加わりません。ただし、可否同数の場合は議長により決することになります。
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浅 野 信 行
議　員

災害時のトイレ問題とトイレト
レーラーの導入検討について

認
知
症
高
齢
者
等
個
人
賠
償
責
任
保
険

の
導
入
に
つ
い
て

　避難所では飲料水・食料に次いでトイレの
ニーズが高く、毎回その課題が注目されます。

トイレトレーラーやトイレカーは災害時の備えとし
て重要です。そこで本市の避難所トイレのバリアフ
リー化の現状と、トイレトレーラー導入の検討状況について伺います。

　

認
知
症
の
方
が
他
人
に
け
が
を
さ
せ
た
り
財
物
を
壊
し
て
し
ま
っ

た
場
合
、
家
族
が
損
害
賠
償
責
任
を
負
う
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。
近

隣
自
治
体
で
は
こ
う
し
た
事
態
に
備
え
、
市
が
保
険
契
約
者
と
な
っ
て
全
額
を

負
担
し
て
「
認
知
症
高
齢
者
等
個
人
賠
償
責
任
保
険
」
を
導
入
し
て
い
ま
す
。

本
市
で
も
こ
の
制
度
の
導
入
を
検
討
す
べ
き
で
あ
り
、
早
急
な
対
応
が
必
要
と

考
え
ま
す
が
、
市
の
所
見
を
伺
い
ま
す
。

　避難所の既設トイレにはバリアフリーに対応していないものも
あるため、避難所開設時には情報提供を行います。また、トイレ

トレーラーは自走式やけん引式、バリアフリー対応型など多様で、迅速な設置、
衛生的、水洗式でイベント利用も可能という利点があり
ますが、高額であり給水やくみ取りの課題もあります。

　

こ
の
制
度
は
、
大
府
市
の
鉄
道
事
故
を
き
っ
か
け
に
創

設
さ
れ
、
認
知
症
の
方
が
起
こ
し
た
偶
発
的
事
故
に
よ
る

損
害
賠
償
を
補
償
す
る
も
の
で
す
。
県
内
で
は
水
戸
市
や
つ
く
ば
市
な
ど
５
市

が
導
入
し
て
い
ま
す
が
、
加
入
条
件
や
補
償
対
象
な
ど
様
々
で
あ
り
、
運
用
に

違
い
が
あ
り
ま
す
。
な
お
、
補
償
内
容
に
は
物
損
事
故
や
鉄
道
妨
害
、
自
転
車

事
故
な
ど
が
含
ま
れ
、
最
大
３
億
円
ま
で
補
償
さ
れ
ま
す
。
本
市
で
も
支
援
や

補
償
の
在
り
方
を
調
査
・
研
究
し
て
い
き
ま
す
。

浅野

　
第
２
回
定
例
会
に
は
、
12
名
の
議
員
が
市
政
全
般
に
わ
た
り
一

般
質
問
を
行
い
ま
し
た
。
質
問
と
答
弁
に
つ
い
て
、
要
旨
を
紹
介

し
ま
す
。

　
写
真
下
部
の
二
次
元
コ
ー
ド
を
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
の
カ
メ
ラ
や

専
用
ア
プ
リ
で
読
み
取
る
と
、
一
般
質
問
の
録
画
映
像
を
ご
視
聴

い
た
だ
け
ま
す
。

より良いものを導入に向け

て検討

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
づ
く
り
へ
、

制
度
の
有
効
性
を
調
査
・
検
討

　

制
度
の
内
容
や
補
償
対
象
の
違
い
も
踏
ま
え
、
認
知
症
高
齢
者
を

抱
え
る
家
庭
の
ニ
ー
ズ
を
し
っ
か
り
と
把
握
し
、
制
度
の
精
査
を
進

め
て
い
き
ま
す
。
必
要
と
判
断
す
れ
ば
、ス
ピ
ー
ド
感
を
も
っ
て
導
入
を
進
め
、

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
づ
く
り
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

浅
野

保
健
福
祉
部
長

市
長

筧
市
長

筧市長

　避難所でのトイレ問題は重要な課題であると認識
しています。トイレトレーラーやトイレカーについ

ても、様々なタイプを研究し、より良いものを導入できるように検討します。

市長

危機管理監
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　本市はサーモンアーム市と姉妹
都市協定を結んでいますが、今年

２月、英語教育強化を目的にフィリピン
共和国コルドバ町と新たに姉妹都市協定
を結びました。これに対し、新たに協定

を締結するとはどういうことなのか疑問を持たれた方も多いのでは
ないかと思います。本市は、サーモンアーム市への派遣と受入れを
実施し、交流は継続されてきましたが、令和元年８月の派遣を最後に、新型コロナウイルス
感染症の影響で中止となり、現在も再開されていません。こうした状況を踏まえ、本市とサー
モンアーム市との姉妹都市交流の意義と現状について、どのように認識しているかを伺いま
す。

　姉妹都市交流によって子どもたちにどのような影響を与え、どんな成果が生まれた
のか、さらに地域社会への影響について伺います。

　今後の本市の姉妹都市交流の針路について伺います。

　コルドバ町との姉妹都市協定の選定理由と目的、協定内容及び期待される効果につ
いて伺います。

鈴木

鈴木

鈴木

鈴木

姉妹都市交流の針路について

　姉妹都市交流は、異なる地域や言語、人種を越えて互いに理解し思いやることが本
質であり重要であると考えます。今後は、国際感覚を持った地域のリーダーの育成や

持続可能なまちづくりにつながるよう、多くの方々のご理解とご協力を得ながら、新しいス
テージの姉妹都市交流の方向性を丁寧に議論し、示していきたいと考えています。

市長

新しいステージの姉妹都市交流に

ついて方向性を示していく
筧市長

　サーモンアーム市との姉妹都市交流は、文化交流を通じて市民の相互理
解と友好を深め、日本とカナダの国際親善に寄与することを目的としてい

ます。令和元年度以降は新型コロナウイルス感染症拡大の影響で事業が中断している状況で
す。現在は交流再開に向けて、オンライン等で協議を進めていますが、サーモンアーム市の
財政上の都合もあり再開には至っていません。

　コルドバ町は日本から近く英語圏であることから、財政措置制度を活用
した外国語指導助手（ALT）の受入れを第一の目的として協定を締結しま

した。協定内容には、ALT 受入れに関する支援や将来的な交流事業を見据えたビジネス及び
観光関係の強化が含まれており、期待される効果は、ALT の拡充による本市の英語教育の強
化が図れることです。

　姉妹都市交流は、外国の生徒との交流を通じて、英語を使った意思疎通の充実
感など、学校教育では得られない貴重な体験ができていると思われます。地域社

会においても、ホストファミリー交流を通じて他国の文化理解が深まっていると考えます。

地域振興部長

地域振興部長

鈴 木 正 志
議　員

教育長
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篠 田 純 一
議　員

法令遵守の徹底を図り、強固な

チェック体制の構築に努める

内部統制制度の取組みは

道
路
（
通
学
路
含
む
）、橋

梁
、
上
下
水
道
施
設
の
現

状
と
今
後
の
維
持
管
理
は

　

少
子
高
齢
化
や

人
口
減
少
に
伴
う

市
税
等
の
減
収
を
見
据
え
、

計
画
的
な
方
針
に
基
づ
き
、

公
共
施
設
の
維
持
管
理
や

再
編
の
取
組
み
を
進
め
て

い
き
ま
す
。

　総務省の内部統制体制の整備とは、組織体制を整備しつ
つ、組織内の全ての部署において、リスクに対応するため

に規則・規程、マニュアル等を策定し、地方公共団体における事
務が適切に実施され、住民の福祉の増進を図ることを基本とする
組織目的が達成されるよう、事務の適正な執行を確保するために
行うものです。本市は、適正な業務を執行するためにどのような管理を行っているのか、また、
内部統制制度の導入は努力義務ですが、本市の考えを伺います。

　

今
後
の
道
路
、
通
学
路
を
含
む
橋
梁
、
上

下
水
道
施
設
の
予
想
さ
れ
る
維
持
修
繕
費

用
と
そ
れ
ら
の
実
施
計
画
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

篠田

　本市では、契約、財務、文書管理など全庁に共通する業務について、システム
管理や事務処理マニュアルの整備を行っています。

　プロポーザル方式は価格だけでなく提案内容や技術力を総合的に
評価できる有用な入札方法であり、今後は外部有識者などを選考委

員に加える審査方法や、第三者機関によるチェック機能の充実も含め検討して
いきます。

　

維
持
管
理
費
用
は
道
路
・
橋

梁
で
年
間
約
５
億
円
、
上
水
道

事
業
で
約
６
億
６
０
０
万
円
、
下
水
道
事
業
で
約

５
億
４
千
万
円
を
支
出
し
て
お
り
、
今
後
も
同
額
程

度
で
想
定
し
て
い
ま
す
。
引
き
続
き
、
長
寿
命
化
修

繕
計
画
や
ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
、
経
営
の
一
体

化
等
に
よ
り
、
予
算
の
平
準
化
を
行
い
、
維
持
管
理

更
新
費
用
の
縮
減
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

篠
田

市
長

筧市長

　内部統制制度は導入していませんが、法令遵守や既存の取組みにより、業務の適正
な執行に努めています。ただ、本制度は信頼される市政運営や質の高い行財政運営の

確立に有効な手段であると考えており、導入済みの市町村を参考に検討していきます。

　強固なチェック体制の構築に向けては、専門職員の配置や講習会・研修会の実施、
外部委託による事業精査などを検討していきます。

市長

市長

　プロポーザル方式における適正な価格や方向性を導き出すために、入札前の監視や
要綱の精査を外部組織に委託することについて伺います。篠田

副市長

副市長

計
画
的
な
維
持
管
理
、

再
編
に
取
り
組
む

筧
市
長

土
木
管
理
部
長
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中 沢　 仁
議　員

　本市は、国の「地方創生伴走支援制度」に採択されました。
この制度は、国の各省庁の職員が自治体に寄り添い、地域

課題の整理や施策立案などについて助言を行うものです。人口減
少や若者・女性の活躍推進、教育環境の充実といった本市の重要
な課題を踏まえ、国の支援を受けながら、どのように取組みを進
めていくのか伺います。

中沢

地方創生伴走支援制度について

　地方創生伴走支援制度は１年間と期間が限られていますが、本市の魅力あるまちづ
くりに向けて最大限に活用します。国の職員と直接連携することで、職員のスキルアッ

プにもつながる好機です。庁内連携も強化し、来年度予算への反映を見据えながら、実効性
のある施策の実現に向けて取り組んでいきます。

市長

支援制度を最大限活用し、

課題解決と職員の成長につなげる
筧市長

　本制度では、内閣府、文部科学省、復興庁からの３名の地方創生支援監が、
オンラインや現地訪問を通じて助言を行います。本市では４月に初回の会議

を実施し、５月に現地視察も行われ、すでに課題の整理が始まっています。国の高い知見を
活かし、既存施策の見直しや新たな施策の立案に取り組みます。

市長公室長

ラ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
制
度
活
用
に
つ
い
て

　

子
ど
も
が
平
日
に
家
族
と
体
験
活
動
を
行
っ
た
場
合
で
も
、
欠
席
扱

い
と
し
な
い
「
ラ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
」
制
度
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。
家
庭

で
の
学
び
や
絆
づ
く
り
の
機
会
と
し
て
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
制
度
導
入
の

背
景
や
目
的
も
含
め
て
、
本
市
で
は
い
つ
導
入
さ
れ
た
の
か
、
ま
た
制
度
の
具

体
的
な
内
容
、
昨
年
度
の
活
用
実
績
、
運
用
上
の
課
題
や
問
題
点
、
さ
ら
に
今

後
の
方
向
性
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

制
度
の
理
解
促
進
と
、
体
験
機
会
の
公

平
性
確
保
が
今
後
の
課
題

　

本
市
で
は
令
和
６
年
４
月
か
ら
、
い
ち
早
く
ラ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
を

導
入
し
ま
し
た
。
家
族
と
の
時
間
や
体
験
活
動
を
通
じ
て
、
子
ど
も

た
ち
が
自
分
の
生
き
方
を
考
え
、
多
様
な
学
び
を
得
る
こ
と
が
目
的
で
す
。
児

童
生
徒
が
保
護
者
等
と
平
日
に
体
験
活
動
を
行
う

場
合
、
年
５
日
以
内
で
事
前
申
請
す
れ
ば
、
登
校

し
な
く
て
も
欠
席
扱
い
に
な
り
ま
せ
ん
。
昨
年
度

は
市
内
12
校
す
べ
て
で
活
用
さ
れ
、
小
学
校
で

24
・
5
％
、
中
学
校
で
14
・
6
％
、
全
体
で
20
・

8
％
の
児
童
生
徒
が
利
用
し
ま
し
た
。
活
動
内
容

は
自
然
体
験
や
施
設
見
学
な
ど
幅
広
く
、
家
族
と

過
ご
す
時
間
が
学
び
の
場
と
な
っ
て
い
ま
す
。
一

方
で
、
平
日
の
欠
席
に
伴
う
学
習
保
障
や
、
家
庭

環
境
に
よ
る
体
験
機
会
の
格
差
な
ど
課
題
も
あ
り

ま
す
。
今
後
の
活
用
拡
大
に
つ
い
て
は
、
県
の
方

針
に
従
い
、適
切
に
対
応
を
検
討
し
て
い
き
ま
す
。

中
沢

教
育
長

教
育
長
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根 本 光 治
議　員

合併20年の検証と未来の稲敷づ
くりについて

重点プロジェクトを進め、市民が

住み続けたいと思える環境を目指す

　施策の効果は時間の経過とともに変動する可能性があるため、継続的に有効性
を確認し、見直しを行うことが重要です。また、地域ごとに課題や必要な支援が

異なることを踏まえ、データ分析により根拠を明確にし、効果的な施策を実現していきたい
と考えています。

　厳しい財政状況を踏まえ、市役所の業務や体制の見直しを進める必要があると
考えています。具体的には、公共施設の一元管理や公用車の維持管理手法の見直

しによる経費削減、ふるさと納税や企業版ふるさと納税の強化による自主財源確保に取り組
みます。また、人件費削減については、正職員数の減少と会計年度任用職員の増加を踏まえ、
組織の在り方も含めた検証が必要であると考えています。

　成田空港の機能強化に伴い、労働力が増加することが予測されるため、本市や周辺
地域にその影響を受ける可能性があります。慢性的な渋滞問題などを含め、働き方や

通勤方法について知恵を出し合い、交渉を進めていきたいと考えています。

　子どもたちの学力向上に向け、特に英語教育に力を入れて
います。英語を通じて学習の楽しさや意欲を引き出し、子ど

もたちが自発的に学びたいと思える環境を整備していきます。また、
高齢者支援については、地域高齢化率が 40％を超える中で、元気な
高齢者が活動できる場を提供し、老人クラブの活性化を図りたいと
考えています。

　合併後 20 年間の効果と検証、また合併特例債の活用状
況について説明を求めます。

　厳しい財政状況の中で、歳出削減や内部改革を進めるために、どのような取組みが
必要と考えているか伺います。

　若者支援や地域間連携を進めるにあたり、成田空港の機能強化を活用し、地域の中
心としての役割を果たすための具体的な取組みについてどう考えているか伺います。

　子どもたちの学力向上や体験活動の充実、高齢者が生きがいを持てる環境づくりに
ついて、どのように取り組んでいくのか伺います。

根本

根本

根本

根本

　合併後 20 年間の効果として、組織のスケール
メリットがあり、東日本大震災時の迅速な災害復旧や広域化による下水道事

業の編入、ハートピアいなしきの開設、全小学校での放課後児童サービス提供などが挙げら
れます。また、事業の効果検証は、総合計画策定や外部評価を通じて行ってきました。合併
特例債は 225 億５千万円の限度額があり、新庁舎建設や江戸崎地方衛生土木組合の焼却炉建
設、桜川小学校建設などに活用し、令和６年度末で約 199 億７千万円を使用しています。

筧市長

副市長

副市長

市長

市長

市長公室長
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地域振興部長

無藤智恵美
議　員

　日本は少子高齢化により土地の管理が困難となってお
り、外国人による土地活用には感謝すべき面もあるが、デ

メリットもあります。特に、外国系企業の土地取得に関しては、
市民が住みにくい場所になることも考えられます。外国系企業や
外国人による土地取得に関する規制や、農地取得に際して国から
の指示はどのようになっているのかを伺います。

　10 年後の耕作放棄地の見通しについて伺います。

　小規模農家や土地の管理に関して、市が支援施策を検討してみてはどうか伺います。

　外国人による土地取得問題、また、小規模農家への支援策について、市長の見解を
伺います。

無藤

無藤

無藤

無藤

土地管理と対策について

　国土利用計画法に基づき、一定規模以上の土地取引については、利用目
的の審査と届出が必要です。ただし、外国系企業や外国人についての区別

や規制はされておりません。

　本市では、小規模農家の支援として、収益性の高い園芸品目への転換、
農業用機械の共同利用やスマート農業導入の促進、新規就農者支援などを

継続的に実施しています。また、食料供給困難事態対策法の施行を受け、農地保全と小規模
農家の経営継続支援を重要な課題と認識しており、今後は国・県の制度や近隣自治体の事例
を参考にしながら、本市の実情に即した政策の立案と実施に努めたいと考えています。

　農地取得には農地法第３条に基づく許可が必要となっており、外
国系企業の場合は農地所有適格化法人として認められる必要があり

ます。令和５年９月の規則改正により、国籍情報の管理が強化され、農地台帳への国籍記載
が義務化されました。また、令和７年７月からは在留資格の期間を農業委員会へ報告するこ
とが義務化され、短期在留資格では農地の取得が認められにくくなります。

　耕作放棄地は減少傾向にありますが、これは農地転用などによる
他用途への変更が主な要因です。今後も縮小が予想される一方で、

耕作者の高齢化や後継者不足により、新たな耕作放棄地が発生する懸念もあります。

　外国人による土地取得問題は全国的に広がっており、国において重要土地等調査法
が整備されたものの、十分な法整備がされていないため、

地方自治体での対応が難しい状況です。しかしながら、小規模
農家を守ることは重要であるため、基幹産業を支える農家への
支援や販路拡大についても検討していきたいと考えています。

市長

本市の実情に即した政策の

立案と実施に努める

地域振興部長

地域振興部長

農業委員会事務局長

農業委員会事務局長
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髙 山　 久
議　員

総合的な外国人対応
窓口の必要性を検討

　災害時に要配慮者である外国人市民への支援と
して、稲敷市地域防災計画を改訂し、所在の把握、

防災訓練の実施、防災知識の普及・啓発、ライフラインカードの
携行促進等、安心して生活できる環境の整備をそれぞれの担当課において実施しています。
避難所では、多言語ポスターや翻訳アプリの活用も行っています。さらに、外国人市民に伝
わるよう、丁寧な周知方法の検討も行っています。

　外国人市民の人口推移や地域の状況を注視しつつ、先進事例を調査・研究しながら、
総合的な外国人対応窓口の必要性を検討していきたいと考えています。市長

外国人材の活用支援について

　地域の地理や防災知識のない外国人市民に対して、災害
時の避難支援や防災啓発について、どのような取組みを進

めているのか伺います。

　外国人の被災実態を教訓に考案された「やさしい日本語」の使用について、行政は
どのような取組みを進めているのか伺います。

　外国人材の受入れ体制整備について、外国人材活用のための相談窓口体制の整備が
急務と考えるが、見解を伺います。

髙山

髙山

髙山

　災害時において「やさしい日本語」を使用することは重要であり、平時から
教材を活用してコミュニケーション能力を養うことが防災・減災につながると

考えています。外国人の増加に伴い、日本語理解を深める講座を計画・実施することが社会
教育の役割だと考えています。

教育部長

筧市長

危機管理監

米
農
家
の
現
状
と
農
業
を
再
生
さ

せ
る
た
め
の
政
策
実
現
に
つ
い
て

　

米
の
生
産
調
整
政
策
や
米
価
の
低
迷
に
よ
り
、
農

家
の
生
産
意
欲
が
低
下
し
、
後
継
者
育
成
や
担
い
手

確
保
が
困
難
に
な
っ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、
耕
作
放
棄
地
や

鳥
獣
被
害
な
ど
の
問
題
が
深
刻
化
し
て
い
る
中
で
、
農
業
者

や
生
産
組
織
へ
の
対
応
や
今
後
の
考
え
方
を
伺
い
ま
す
。

　

地
域
農
業
の
活
性
化
に
お
い
て
、
農
協
の
役
割
を

ど
の
よ
う
に
評
価
し
、
行
政
と
し
て
ど
の
よ
う
に
連

携
し
て
い
く
べ
き
か
伺
い
ま
す
。

高
齢
化
や
後
継
者
不
足

な
ど
の
課
題
を
踏
ま
え
、

国
の
動
向
に
応
じ
た
支
援
を
検
討

　

農
協
は
小
規
模
農
家
へ
の
支
援
や
共
同
購
入
、
資

金
調
達
、
技
術
指
導
、
販
路
確
保
、
備
蓄
倉
庫
の
提

供
な
ど
で
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い
ま
す
。
農
家
の
所
得
向

上
と
持
続
可
能
な
農
業
へ
の
転
換
を
図
る
た
め
、
連
携
を
深

め
て
い
き
ま
す
。
ま
た
、
江
戸
崎
か
ぼ
ち
ゃ
の
ブ
ラ
ン
ド
化

や
商
品
開
発
に
も
積
極
的
に
取
り
組
み
、
地
域
農
業
の
活
性

化
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　

農
業
分
野
の
構
造
的
課
題
を
解
決
し
、

持
続
的
な
農
業
へ
の
転
換
を
図
る
こ
と

が
重
要
で
あ
る
と
認
識
し
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
、
生
産
者

と
協
議
を
進
め
、
国
の
支
援
と
合
わ
せ
た
総
合
的
な
支
援
を

行
う
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

髙
山

髙
山

地
域
振
興
部
長

地
域
振
興
部
長

市
長



市
政
を
問
う

11 稲敷市議会だより　第81号

根 本　 浩
議　員

農家に寄り添い、実情に合った

支援で地域農業を支える

　米価の高騰や供給不足が続く中、稲作農家は肥料・燃料・
農機具の価格上昇など、かつてない経営環境の厳しさに直

面しています。販路開拓や法人化に成功した一部の大規模農家が
ある一方で、多くの農家は依然として採算が取れず、農業経営が
困難な状況にあります。米づくりを未来へとつなぐためには、持

続可能な米価の形成とあわせて、生産者の努力に報いる効果的な支援策が不可欠です。
　本市ではこれまで、スマート農業や農機導入への補助など、農業支援に取り組んできてい
ますが、現場の声に即した見直しや制度の拡充も検討すべきではないでしょうか。また、稲
作の副産物であるもみ殻の処理については、毎年
のように野焼きによる臭気や延焼リスクに関する
苦情が寄せられており、地域住民の生活環境にも
影響を与えています。こうした課題を踏まえ、も
み殻のバイオマス資源としての活用や、炭化によ
る循環的な処理など、地域全体で持続可能な対応
を模索していく必要があると考えます。
　稲敷市として、これからの稲作農家への支援を
どのように行っていくのか。また、農業機械の導
入支援の拡充や、もみ殻処理を含めた農業と地域
の共生をどう図っていくのか伺います。

根本

農家を応援する施策について

　スマート農業機器導入補助は令和３年度から開始し、直進アシスト田植
機や農業用ドローンなどの導入を支援してきました。更に、年々申請が増

加していることから、より多くの農家に補助を届けるため、見直しも行っています。制度開
始から５年目となることから、さらなる支援の充実に向けて検討していきます。また、もみ
殻対策としては、野焼きによる苦情も多く寄せられていますが、処理先の不足や輸送効率の
悪さといった課題もあり、個々の農家に対応を委ねているのが現状です。

　もみ殻のバイオマス活用については、バイオマスタウン構想や再生可能
エネルギー導入計画において検討対象とされており、先進事例の視察や技

術導入の可能性を探ってきました。今後も費用対効果や地域性を踏まえ、持続可能な資源循
環の方策について検討を進めていきます。

　本市の農業は地域経済と暮らしを支える柱であり、担い手支援や農地集積、ふるさ
と納税や学校給食での地場産品活用など、多面的な支援に取り組んできました。現在

は地域おこし協力隊や事業継承マッチングによる後継者対策にも力を入れています。今後は
制度を使いやすく見直し、農業者の声を受け止めながら寄り添った支援を進めていきます。
市は、これからも農業者の最大の応援者でありたいと考えています。

市長

筧市長

地域振興部長

市民生活部長



一
般
質
問

12稲敷市議会だより　第81号

寺﨑久美子
議　員

学
校
施
設
・
公
共
施
設
の
適
正
配
置
に

つ
い
て
説
明
責
任
を
果
た
す

　

東
農
業
者
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
の
耐
震
補
強
工
事
が
令
和
４
年

度
の
実
施
設
計
後
に
進
ん
で
い
な
い
理
由
を
伺
い
ま
す
。

　

工
事
の
中
止
に
つ
い
て
、
利
用
者
や
市
民
に
ど
の
よ
う
に
説
明
し
た

の
か
を
伺
い
ま
す
。

　

入
札
中
止
の
理
由
や
安
全
対
策
の
遅
れ
に
つ
い
て
市
民
へ
の
説
明
責

任
を
果
た
す
べ
き
と
考
え
ま
す
が
副
市
長
の
考
え
を
伺
い
ま
す
。

　

行
政
運
営
に
お
け
る
説
明
責
任
の
在
り
方
に
つ
い
て
市
長
の
考
え
を

伺
い
ま
す
。

東
農
業
者
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
と

公
共
施
設
再
編
方
針
に
つ
い
て

　

令
和
５
年
度
予
算
で
２
，
０
１
３
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
が
、

原
材
料
価
格
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト
、
人
件
費
の
高
騰
に
よ
り
入

札
が
不
調
と
な
り
ま
し
た
。
予
定
価
格
を
見
直
し
た
結
果
、予
算
不
足
が
判
明
し
、

補
正
予
算
を
要
求
し
ま
し
た
が
認
め
ら
れ
ず
、
工
事
は
実
施
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

　
耐
震
基
準
を
満
た
し
て
い
な
い
た
め
、施
設
の
利
用
を
休
止
し
、利
用
者

へ
の
連
絡
や
施
設
へ
の
掲
示
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
周
知
を
行
い
ま
し
た
。

　

説
明
責
任
が
不
足
し
て
い
た
点
に
つ
い
て
は
反
省
し
て
、
今
後
十

分
な
説
明
を
行
い
ま
す
。

　

公
共
施
設
の
適
正
配
置
や
廃
止
に
関
し
て
は
、
利
用
者
へ
の
説
明
責

任
を
果
た
す
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
機
会
が
あ
れ
ば
直
接
説
明
す
る
場

を
設
け
る
な
ど
し
て
対
応
し
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。
ま
た
、
公
共
施
設
再
編
計

画
に
つ
い
て
は
５
年
ご
と
に
見
直
す
方
針
で
あ
り
、
決
定
プ
ロ
セ
ス
の
不
明
瞭
さ

も
改
善
し
、
説
明
責
任
を
果
た
し
て
い
き
ま
す
。

医療費と国民健康保険税について

　本市の国民健康保険は、加入者の減少や医療費増加によ
り約１億円の赤字が続いています。制度を維持するため、

令和７年度から国民健康保険税率が改正されましたが、物価高騰
による負担増に市民の不安も高まっています。税率が自治体に
よって異なる理由と、医療費削減の取組みについて伺います。

　手のひらをかざすだけで、野菜が足りているかを測れる「ベジチェッ
ク」をスポーツフェスティバルなどで活用し、減塩や野菜摂取を推

進することで、健康づくりや医療費削減につなげる考えはあるか伺います。

寺﨑

寺﨑

　制度改正により社会保険への移行が進み、被
保険者が減少する中、本市は１人当たりの医療費が県平均を上回っており、

結果として税率も高くなっています。医療費削減策としては、受診率が低い特定健診の受診
向上に向け、令和７年度から行動経済学を活用したインパクトのある通知を実施しています。

　「ベジチェック」で推定野菜摂取量を見える化することで、食生活への
関心や意識づけにつながると考えています。また、健康まつりなどでの活

用を予定しており、野菜摂取の大切さを伝えていきます。

市民生活部長

保健福祉部長

寺
﨑

寺
﨑

寺
﨑

寺
﨑

市
長

筧
市
長

生活習慣病予防に努め、
医療費を削減

保健福祉部長

教
育
部
長

教
育
部
長

副
市
長



市
政
を
問
う

13 稲敷市議会だより　第81号

椎 野　 隆
議　員

動向を注視し、負担と財政の両立

に努める

米
価
高
騰
を
踏
ま
え
た
農
家
支
援

と
持
続
可
能
な
農
業
を
進
め
る

　医療費が高額になった際の負担を軽減する高額療養費制
度について、国では 2025 年度以降に自己負担限度額を引

き上げる方向で検討が進められています。国の試算では、この引
き上げにより全国で約 1,250 万人が負担増となる可能性があり、
その影響は大きいと考えます。本市における該当者数や給付状況、
今後の対応について伺います。

　

近
年
の
米
不
足
や
米
価
高
騰
を
受
け
、
国
の
生
産
調
整
や
政
府
備

蓄
米
の
対
応
の
影
響
、
そ
し
て
本
市
に
お
け
る
対
応
に
つ
い
て
伺
い

ま
す
。
生
産
者
に
と
っ
て
は
価
格
上
昇
が
追
い
風
と
な
る
一
方
、
消
費
者
や

学
校
給
食
な
ど
の
現
場
で
は
負
担
増
が
懸
念
さ
れ
ま
す
。
市
と
し
て
の
見
解

を
伺
い
ま
す
。

椎野

高額療養費制度の見直しによる市民の影響は

米
不
足
問
題
に
つ
い
て

　

本
市
で
は
令
和
７
年
度
、
主
食
用
米
の
作
付
面
積
が

前
年
よ
り
６
４
７
ヘ
ク
タ
ー
ル
増
加
し
、
飼
料
用
米
や

加
工
用
米
、
輸
出
用
米
の
作
付
は
縮
小
し
て
い
ま
す
。
背
景
に
は
米
価
の
高

騰
が
あ
り
、
生
産
者
の
収
益
向
上
に
寄
与
す
る
一
方
で
、
消
費
者
負
担
や
米

価
高
騰
に
よ
る
買
い
控
え
の
影
響
も
見
ら
れ
ま
す
。
備
蓄
米
の
放
出
が
遅
れ

た
の
は
、
深
刻
な
不
作
や
災
害
時
に
限
る
と
さ
れ
て
い
た
政
府
の
運
用
指
針

に
よ
る
も
の
で
、
令
和
７
年
１
月
の
見
直
し
に
よ
り
今
後
は
柔
軟
な
対
応
が

期
待
さ
れ
ま
す
。
本
市
と
し
て
は
、
安
定
し
た
米
価
と
農
業
の
持
続
性
を
重

視
し
、
国
と
連
携
し
て
農
家
支
援
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　市の国民健康保険における高額療養費の給付は、令和６年度で延べ約
7,000 件、総額は約４億 2,600 万円、１件あたり平均約６万円です。なお、

70 歳未満の加入者のうち最も多く該当する所得区分（基礎控除後の所得が 210 万円以下）
では、現行の自己負担限度額は月額５万 7,600 円で、入院時には約４万 4,100 円の食費等
が加算される場合があります。国の試算によれば、限度額の引き上げにより、保険料は加入
者１人当たり年間 1,100 円から 5,000 円程度軽減される見込みです。

　高額療養費の限度額引き上げは国において判断される事項ですが、市の国民健康保
険財政も厳しい状況にあり、今後始まる子ども・子育て支援金の拠出制度なども踏まえ、

国の動向に注視しながら、国保加入者の負担をどのようにしていくか検討を続けていきます。

　

学
校
給
食
に
お
い
て
も
米
価

が
62
％
上
昇
し
、
こ
ど
も
園

や
幼
稚
園
を
含
め
、
食
材
費
全
体
へ
の
影
響

が
生
じ
て
い
ま
す
。
今
後
も
物
価
高
騰
が
予

想
さ
れ
ま
す
が
、
栄
養
と
量
を
第
一
に
考
え
、

保
護
者
の
負
担
を
増
や
さ
な
い
よ
う
公
費
で

の
対
応
を
継
続
し
て
い
き
ま
す
。

市長

地
域
振
興
部
長

椎
野

教
育
部
長

市民生活部長

筧市長

地
域
振
興
部
長



一
般
質
問

14稲敷市議会だより　第81号

染谷久仁桂
議　員

将来を見据えた持続可能な
まちづくりを推進

稲敷の未来について、本市の考えと
方針は

　人口減少が続く中、10 年後の本市がどうあるべきか、空
き家対策や外国人との共生、公園など公共施設の統廃合、交

通網の再編、コンパクトシティ化といった課題への対応を伺います。

染谷

　市内の空き家は約 1,300 件と推定され、環境
悪化が懸念されています。現在、解体補助は未実施ですが、制度導入を検

討中です。空き家バンクを活用したリフォーム補助は継続し、利活用を促進しています。また、
都市計画マスタープランでは、生活拠点の形成による地域の集約と持続
性の確保を目指しています。交通施策では、広域連携による公共交通網
の再編を進めています。鉄道駅を持たない本市にとって基幹路線の確
保は重要であり、国や県、周辺自治体と連携して取り組んでいきます。

　外国籍住民向けに、ごみ出しルールの多言語対応などを実施中です。今
後はホームページでも周知を行う予定です。

　市管理の公園は 44 か所、維持費は年間約 8,000 万円です。統廃合や利
活用の見直しは、地域の実情や意見を踏まえて検討していきます。

地域振興部長

市民生活部長

土木管理部長

若
者
や
女
性
に
選
ば
れ
る
ま
ち
づ
く
り
に
つ
い
て

若
者
・
女
性
の
定
着
を
最
重
要
課
題
と

し
、
ま
ち
づ
く
り
に
取
り
組
む

　

本
市
は
人
口
減
少
と
超
高
齢
化
と
い
う
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、

「
稲
敷
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」
を
策
定
し
、
様
々

な
施
策
を
実
施
し
て
き
ま
し
た
が
、
人
口
減
少
の
進
行
は
想
定
以
上
で
、
目
に

見
え
る
成
果
は
ま
だ
十
分
に
得
ら
れ
て
い
ま
せ
ん
。
人
口
減
少
対
策
と
し
て

は
、
特
に
若
者
や
女
性
の
定
着
が
最
重
要
課
題
と
認
識
し
て
お
り
、
新
た
な
交

付
金
制
度
な
ど
を
活
用
し
な
が
ら
、
魅
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
い

き
ま
す
。 　

若
者
に
選
ば
れ
る
ま
ち
の
実
現
に
向
け
て
、
具
体
的
に
ど
の
よ
う

な
施
策
を
講
じ
て
い
る
の
か
伺
い
ま
す
。

　

女
性
に
選
ば
れ
る
ま
ち
づ
く
り
の
具
体
的
な
施
策
に
つ
い
て
伺
い

ま
す
。

　

一
連
の
問
題
提
起
を
踏
ま
え
、
市
長
の
見
解
を
伺
い
ま
す
。

　

本
市
で
は
、
若
者
や
女
性
に
選
ば
れ
る
ま
ち
を
目
指
し
、

子
育
て
支
援
や
住
宅
取
得
補
助
、
起
業
支
援
な
ど
の
施
策
を

実
施
し
て
い
ま
す
。
特
に
起
業
支
援
に
力
を
入
れ
て
お
り
、
平
成
29
年
か
ら
創

業
支
援
事
業
を
開
始
し
、
令
和
５
年
度
か
ら
は
新
た
に
女
性
加
算
を
設
け
ま
し

た
。
ま
た
、
地
方
創
生
伴
走
支
援
制
度
を
活
用
し
、
既
存
施
策
の
見
直
し
や
新

た
な
施
策
の
検
討
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

魅
力
的
な
仕
事
や
職
場
の
確
保
、
楽
し
く
生
活
で
き
る

環
境
の
整
備
が
必
要
で
す
。
地
方
創
生
に
意
欲
あ
る
ベ
ン

チ
ャ
ー
企
業
の
協
力
や
交
付
金
を
活
用
し
、ま
ち
づ
く
り
を
進
め
ま
す
。
ま
た
、

平
日
は
都
市
部
で
働
き
、
週
末
は
本
市
で
過
ご
す
２
地
域
居
住
を
推
進
し
て
い

き
ま
す
。

染
谷

染
谷

染
谷

市
長
公
室
長

市
長
公
室
長

筧
市
長

地域振興部長

市
長



市
政
を
問
う

15 稲敷市議会だより　第81号

山 本 彰 治
議　員

　特に、外出が難しい高齢者には訪問による支援、元気な方には地域で集まる場の整
備など、個々の状況に応じた支援が重要です。独り暮らしの高齢者に対するサービス

全体の今後の改革について伺います。

山本

必要な人に確実に届く、持続可能

な支援を推進

　令和７年度から、独り暮らしの高齢者を対象とした給食
サービスが大幅に縮小されました。月１回のお弁当を心待

ちにしていた方々も多く、変更に対する戸惑いや寂しさの声も耳
にします。今後、独り暮らしの高齢者はさらに増加することが見込まれる中で、サービスの
縮小ではなく、必要な支援をどのように届けるのかという視点での取組みが必要です。本市
として、独り暮らし高齢者への支援をどのように進めていくのか伺います。

山本

独り暮らしの高齢者に対するサービ
スの在り方は

　給食サービスは稲敷市社会福祉協議会へ委託し、調理・配達ともにボラ
ンティアの皆様に支えられてきましたが、担い手の減少と高齢化が進み、

継続が困難となってきました。令和元年度のボランティアは 374 人でしたが、令和６年度に
は 326 人と減少し、長時間の調理も負担となっています。こうした事情から、移動手段のな
い方などに対象を限定する見直しを行いました。今後は、担い手の育成や、必要に応じた民
間委託も含めた体制強化を進めていきます。
　また、安否確認や孤独感の解消に向けた「ふれあい電話」や、ICT 技術を活用した 24 時
間 365 日の見守りサービスの導入も検討しています。心のケアも重要視し、話し相手となる
傾聴ボランティアの活用や、気軽に集えるサロンの立ち上げ支援など、多様なアプローチで
対応していきます。現在、市内には老人クラブが 38 団体、シルバーリハビリ体操教室が 49
か所、サロン活動が 11 か所ありますので、今後も生活支援コーディネーターなどと連携し
て地域の支え合いを広げていきます。

　急速に進行する少子高齢化の中
で、独り暮らし高齢者が地域で安

心して暮らせる体制を整えることは、自治
体の基本的な責務です。今後の福祉サービ
スは、ボランティアによる互助・共助の仕
組みと、ICT や民間活用による効率的な支
援の両立が鍵となります。支援が必要な方
に確実に届く体制づくりに向けて、高齢者
福祉全体を見直し、より良い仕組みを構築
していきます。

筧市長

保健福祉部長

市長
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総
務
教
育
常
任
委
員
会

市
民
福
祉
常
任
委
員
会

対
策
事
業
に
つ
い
て
は
、
県
と
の
協

議
に
よ
り
起
債
額
を
変
更
す
る
も
の

と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
45
号　

令
和
７
年
度
稲
敷

市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）
に

つ
い
て
は
、
既
定
の
予
算
額
に
歳
入

歳
出
そ
れ
ぞ
れ
１
，
３
１
３
万
８
千

円
を
追
加
し
、
総
額
２
２
７
億
７
，

５
８
４
万
８
千
円
と
す
る
も
の
で
あ

る
と
の
説
明
が
あ
り
、
補
正
予
算
の

主
な
も
の
は
、
歳
入
は
消
防
費
補
助

金
、
歳
出
は
生
活
保
護
・
災
害
対
策

費
で
あ
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
46
号　

工
事
請
負
契
約
の

締
結
に
つ
い
て
で
は
、
稲
敷
市
立
江

戸
崎
中
学
校
第
２
期
大
規
模
改
修
・

体
育
館
空
調
新
設
・
武
道
場
吊
り
天

井
改
修
工
事
の
契
約
に
つ
い
て
、
一

般
競
争
入
札
結
果
に
基
づ
き
、
契
約

金
額
２
億
９
，
６
４
５
万
円
で
の
契

約
を
締
結
す
る
も
の
で
あ
る
と
の
説

明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

そ
の
他
、
議
案
第
42
号
、
議
案
第

43
号
、
議
案
第
47
号
、
議
案
第
49
号

に
つ
い
て
も
そ
れ
ぞ
れ
詳
細
な
説
明

が
あ
り
ま
し
た
。

　

審
査
の
結
果
、
付
託
さ
れ
た
７
議

案
に
つ
い
て
は
、
承
認
・
原
案
可
決

す
べ
き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。

策
事
業
に
つ
い
て
は
、
当
初
は
３
月

補
正
予
定
だ
っ
た
が
、
交
付
額
の
決

定
が
遅
れ
た
た
め
、
１
４
５
万
６
千

円
の
減
額
補
正
を
行
う
も
の
と
の
説

明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

社
会
福
祉
課
所
管
の
地
方
創
生
臨

時
交
付
金
給
付
事
業
（
非
課
税
世
帯
に

対
す
る
給
付
金
事
業
）
に
つ
い
て
は
、

プ
ッ
シ
ュ
方
式
で
大
半
の
給
付
は
済

ん
で
い
る
が
、
確
認
書
に
よ
り
申
請

す
る
場
合
の
申
請
期
限
が
５
月
30
日

の
た
め
、
残
分
の
３
，
８
３
３
万
円

を
繰
り
越
す
も
の
と
の
説
明
が
あ
り

ま
し
た
。

　

こ
ど
も
支
援
課
所
管
で
は
、
主
な

も
の
と
し
て
、
令
和
６
年
度
の
事
業

費
確
定
に
よ
る
県
補
助
金
と
人
件
費

等
の
精
算
に
よ
る
補
正
で
あ
り
、
歳

入
は
、
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン

タ
ー
事
業
１
２
５
万
８
千
円
の
増
額

補
正
、
歳
出
は
、
放
課
後
児
童
ク
ラ

ブ
事
業
２
，
３
２
２
万
８
千
円
の
減

額
補
正
な
ど
で
あ
る
と
の
説
明
が
あ

り
ま
し
た
。

　

そ
の
他
、
議
案
第
45
号
に
つ
い
て

も
詳
細
な
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

審
査
の
結
果
、
付
託
さ
れ
た
４
議

案
に
つ
い
て
は
、
承
認
・
原
案
可
決

す
べ
き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。

委
員
長
　
髙
山
　
久
　

　

第
２
回
定
例
会
に
お
い
て
付
託
さ

れ
た
７
議
案
の
審
査
経
過
と
結
果
に

つ
い
て
報
告
し
ま
す
。

　

議
案
第
41
号　

専
決
処
分
の
承
認

を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
（
令
和
６

年
度
稲
敷
市
一
般
会
計
補
正
予
算

（
第
８
号
））
に
つ
い
て
は
、
歳
入
歳

出
そ
れ
ぞ
れ
４
，
９
３
３
万
７
千
円

を
追
加
し
、
総
額
を
２
３
１
億
８
，

７
５
７
万
２
千
円
と
す
る
も
の
で
、

併
せ
て
、
繰
越
明
許
費
・
地
方
債
の

補
正
も
行
う
も
の
で
あ
り
、
歳
入
は

収
入
確
定
に
伴
う
予
算
額
の
変
更
、

歳
出
は
ふ
る
さ
と
応
援
寄
附
金
事
業

費
の
減
額
や
減
債
基
金
積
立
の
追
加

が
主
な
内
容
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し

た
。
繰
越
明
許
費
の
補
正
で
は
、
令

和
６
年
度
内
の
事
業
完
了
が
見
込
め

な
い
可
能
性
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
企

画
調
整
事
業
ほ
か
１
件
を
追
加
し
、

加
え
て
翌
年
度
へ
の
繰
越
限
度
額
の

設
定
を
行
い
、
地
方
債
の
補
正
で
は
、

高
橋
川
堤
防
舗
装
事
業
の
ほ
か
、
東

中
学
校
第
一
体
育
館
、
新
利
根
中
学

校
武
道
場
及
び
み
の
り
幼
稚
園
の
天

井
改
修
事
業
の
完
了
に
伴
い
、
起
債

額
を
確
定
す
る
も
の
で
、
江
戸
崎
中

学
校
大
規
模
改
修
事
業
お
よ
び
過
疎

委
員
長
　
椎
野
　
隆
　

　

第
２
回
定
例
会
に
お
い
て
付
託
さ

れ
た
４
議
案
の
審
査
経
過
と
結
果
に

つ
い
て
報
告
し
ま
す
。

　

議
案
第
39
号　

専
決
処
分
の
承
認

を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
（
稲
敷
市
税

条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
）
は
、

地
方
税
法
等
の
改
正
に
よ
る
稲
敷
市
税

条
例
の
改
正
で
あ
り
、
個
人
住
民
税
の

扶
養
控
除
に
お
い
て
、
大
学
生
年
代
の

子
等
が
一
定
の
所
得
を
超
え
た
場
合
で

も
、
親
等
の
控
除
額
が
段
階
的
に
逓

減
す
る
特
別
控
除
の
創
設
等
が
行
わ

れ
る
も
の
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
40
号　

専
決
処
分
の
承
認

を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
（
稲
敷
市

国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例
）
は
、
地
方
税
法
施
行

令
改
正
に
よ
る
稲
敷
市
国
民
健
康
保

険
税
条
例
の
改
正
で
あ
り
、
国
民
健

康
保
険
税
課
税
限
度
額
及
び
軽
減
世

帯
判
定
に
係
る
基
準
額
を
改
め
る
も

の
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
41
号　

専
決
処
分
の
承
認

を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
（
令
和
６

年
度
稲
敷
市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第

８
号
））
は
、
当
委
員
会
所
管
部
分
に

つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
詳
細
な
説
明
が
あ

り
、
環
境
課
所
管
の
航
空
機
騒
音
等
対
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産
業
建
設
常
任
委
員
会

委
員
長
　
黒
田
　
茂
勝
　

　

第
２
回
定
例
会
に
お
い
て
付
託
さ

れ
た
３
議
案
の
審
査
経
過
と
結
果
に

つ
い
て
報
告
し
ま
す
。

　

議
案
第
41
号　

専
決
処
分
の
承
認

を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
（
令
和
６

年
度
稲
敷
市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第

８
号
））
の
う
ち
当
委
員
会
が
所
管
す

る
建
設
課
の
審
査
で
は
、
歳
入
の
成
田

国
際
空
港
周
辺
対
策
交
付
金
の
交
付

金
額
確
定
に
伴
い
、
８
５
８
万
７
千

円
を
減
額
す
る
も
の
で
、
本
来
は
３

月
補
正
に
計
上
予
定
だ
っ
た
が
、
交

付
額
の
決
定
が
遅
れ
た
た
め
、
地
方

自
治
法
第
１
７
９
条
第
１
項
に
よ
り

専
決
処
分
と
し
、
第
３
項
に
基
づ
き

報
告
・
承
認
を
求
め
る
も
の
と
の
説

明
が
あ
り
ま
し
た
。
委
員
か
ら
は
、

交
付
金
は
ど
の
よ
う
な
工
事
に
充
当

さ
れ
た
の
か
と
の
質
疑
が
あ
り
、
舗

装
工
事
や
排
水
工
事
と
し
て
13
件
に

充
当
さ
れ
、
内
訳
は
江
戸
崎
地
区
４

か
所
、
新
利
根
地
区
５
か
所
、
桜
川

地
区
２
か
所
、
東
地
区
２
か
所
と
の

回
答
が
あ
り
ま
し
た
。

　

議
案
第
44
号　

稲
敷
市
営
住
宅
の

設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
の
一

部
改
正
に
つ
い
て
の
審
査
で
は
、
公

営
住
宅
法
第
44
条
第
３
項
の
規
定
に

基
づ
き
、
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る

耐
用
年
数
を
経
過
し
、
用
途
廃
止
し

た
市
営
柏
木
住
宅
に
つ
い
て
、
本
条

例
の
別
表
か
ら
削
除
す
る
も
の
と
の

説
明
が
あ
り
ま
し
た
。
委
員
か
ら
は
、

柏
木
住
宅
を
含
む
借
地
お
よ
び
そ
の

賃
貸
料
に
つ
い
て
質
疑
が
あ
り
、
柏

木
住
宅
が
約
１
２
７
万
円
、
幸
田
住

宅
が
約
１
０
７
万
円
、
橋
向
住
宅
が

約
93
万
円
、
伊
佐
部
住
宅
が
約
79
万

円
で
、
こ
れ
ら
の
４
か
所
が
借
地
で

あ
る
と
の
回
答
が
あ
り
ま
し
た
。
今

後
も
長
寿
命
化
計
画
を
主
軸
と
し
、

需
給
バ
ラ
ン
ス
を
踏
ま
え
、
整
理
を

進
め
て
い
く
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し

た
。

　

議
案
第
48
号　

市
道
路
線
の
廃
止

に
つ
い
て
の
審
査
で
は
、
隣
接
土
地

所
有
者
か
ら
の
一
体
的
に
利
用
し
た

い
と
の
要
望
に
よ
り
、
市
道
（
江
）

３
５
２
８
号
線
お
よ
び
市
道
（
桜
）

２
６
２
９
号
線
を
廃
止
す
る
も
の
と

の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。
委
員
か
ら

は
、
市
道
廃
止
の
申
し
出
数
に
つ
い

て
質
疑
が
あ
り
、
令
和
５
年
度
は
７

件
、
令
和
６
年
度
は
11
件
、
今
年
度

は
２
件
あ
っ
た
と
の
回
答
が
あ
り
ま

し
た
。

　

審
査
の
結
果
、
付
託
さ
れ
た
３
議

案
に
つ
い
て
は
、
承
認
・
原
案
可
決

す
べ
き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。

　

当
委
員
会
は
、「
稲
敷
東
イ
ン
タ
ー

チ
ェ
ン
ジ
周
辺
地
区
官
民
連
携
ま
ち
づ

く
り
基
本
計
画
」
に
お
け
る
「
農
業
の

企
業
誘
致
」
に
関
連
し
、
株
式
会
社

フ
ァ
ー
マ
村
い
ち
ご
農
園
（
稲
敷
農
園
）

の
新
た
な
農
業
施
設
を
視
察
し
ま
し

た
。

　

視
察
対
象
の
施
設
は
、
敷
地
面
積
約

８
ヘ
ク
タ
ー
ル
を
有
し
、
単
独
法
人
と

し
て
は
国
内
最
大
級
の
い
ち
ご
栽
培
拠

点
と
な
っ
て
い
ま
す
。
今
回
は
第
１
期
に

整
備
さ
れ
た
約
２
ヘ
ク
タ
ー
ル
の
栽
培
エ

リ
ア
を
中
心
に
、
施
設
の
特
徴
や
導
入
技

術
に
つ
い
て
見
学
を
行
い
ま
し
た
。

　

現
地
で
は
、
空
間
を
有
効
活
用
す
る
リ

フ
テ
ィ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
、
省
エ
ネ
型
の
暖

視
察
日
：
令
和
７
年
５
月
８
日
（
木
）

視
察
先
：
株
式
会
社
フ
ァ
ー
マ
村
い
ち
ご
農
園
（
稲
敷
農
園
）

（株）ファーマ村いちご農園を視察

リフティングシステムにより栽植株数を 1.8 ～２倍に

産業建設常任委員会視察報告

委
員
長

　

黒
田
茂
勝

副
委
員
長

　

鈴
木
正
志

委
員

　

浅
野
信
行

　

中
村
三
郎

　

岡
沢
亮
一

　

根
本　

浩

房
設
備
、
温
室
環
境
の
一
括
管
理
、
排
水

の
再
利
用
に
よ
る
循
環
型
栽
培
、
減
農
薬

に
対
応
し
た
高
度
管
理
栽
培
棟
な
ど
、
先

進
的
な
農
業
技
術
が
導
入
さ
れ
て
い
る
こ

と
を
確
認
し
ま
し
た
。

　

こ
れ
ら
の
技
術
に
よ
り
、
高
品
質
な
い

ち
ご
の
安
定
生
産
が
可
能
と
な
っ
て
お
り
、

環
境
に
も
配
慮
し
た
持
続
可
能
な
農
業
が

実
現
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

農
業
分
野
へ
の
企
業
誘
致
は
、
地
域
資

源
を
生
か
し
た
産
業
振
興
に
つ
な
が
る
も

の
で
あ
り
、
今
後
の
展
開
に
も
大
き
な
期

待
が
寄
せ
ら
れ
ま
す
。
当
委
員
会
と
し
て

も
、
稲
敷
東
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
周
辺
地

区
に
お
け
る
計
画
の
進
捗
や
地
域
と
の
連

携
に
引
き
続
き
注
目
し
て
い
き
ま
す
。
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月9 2 日火となります。

次回定例会開会予定は

※変更になる場合があります。
●午前 10時より
●開催場所：稲敷市庁舎４階　議会議場
　（稲敷市犬塚 1570 番地１）
●電話：029-892-2000（代表）

委
員
長　
　
染　
谷　
久
仁
桂

副
委
員
長　
　
鈴　
木　
正　
志

委　
　
員　
　
黒　
田　
茂　
勝

委　
　
員　
　
椎　
野　
　
　
隆

委　
　
員　
　
髙　
山　
　
　
久

委　
　
員　
　
無　
藤　
智
恵
美

市議会ホームページをご覧ください
稲敷市ホームページ　http://www.city.inashiki.lg.jp/
スマホアプリ「マチイロ」で議会だよりがご覧になれます。 

稲敷市議会 検索

環境にやさしい植物油インキを使用しています。
再生紙を使用しています。

　

昨
年
の
夏
頃
か
ら
話
題
に
な
っ
て
い
る

「
令
和
の
米
騒
動
」。
今
回
の
一
般
質
問
で

も
、
多
く
の
議
員
の
み
な
さ
ん
か
ら
取
り

上
げ
ら
れ
て
い
ま
し
た
。
で
は
、
な
ぜ

米
騒
動
は
起
き
て
し
ま
っ
た
の
か
。「
業

者
が
米
を
溜
め
込
ん
で
い
る
」「
投
資
目

的
で
買
い
占
め
が
起
こ
っ
て
い
る
」「
想

定
外
の
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
需
要
が
起
き
て
い

る
」「
大
阪
万
博
が
あ
る
か
ら
」
な
ど
と

仮
説
を
立
て
て
、「
本
来
あ
る
は
ず
の
米

が
流
通
せ
ず
に
目
詰
ま
り
を
起
こ
し
て
い

る
」
と
説
明
さ
れ
て
き
ま
し
た
。
し
か

し
、
実
際
に
は
米
そ
の
も
の
が
足
り
て
い

な
か
っ
た
の
で
す
。
需
要
と
供
給
の
バ
ラ

ン
ス
を
読
み
違
え
た
結
果
と
考
え
ら
れ
ま

す
。
現
在
、
国
は
備
蓄
米
を
大
量
に
市
場

に
放
出
し
、
米
価
を
抑
え
よ
う
と
し
て
い

ま
す
が
、
こ
の
ツ
ケ
は
必
ず
近
い
将
来

や
っ
て
き
ま
す
。
米
価
を
下
げ
る
た
め
に

変
更
で
き
た
備
蓄
米
制
度
、
今
度
は
生
産

者
の
こ
と
も
考
え
て
、
安
く
な
り
す
ぎ
た

時
に
は
、
米
価
を
上
げ
る
た
め
の
備
蓄
米

制
度
の
変
更
も
検
討
し
て
い
た
だ
き
た
い

と
思
い
ま
す
。

（
黒
田　

茂
勝　

記
）

　議会の傍聴は、稲敷市役所庁舎４階で開催当日に

受け付けています。

①受付時間は午前８時 30 分から

②傍聴の予約はできません

③傍聴席は 50 席（他、報道関係８席）

　車椅子スペース３席程度

④庁舎１階のモニターで議会の生中継を行います

　次回の詳しい日程については、議会事務局までお

問い合わせください。

議会議会をを傍聴傍聴してみませんかしてみませんか

　令和７年第２回定例会において、議員提出議案
第１号「成田国際空港対策特別委員会の設置につ
いて」が上程され、原案可決により成田国際空港
対策特別委員会が設置されました。
名 称 成田国際空港対策特別委員会

目 的

成田国際空港の離発着増加に伴う影響を調査・研
究し、市民生活の保全と騒音対策に資する提言を
行うとともに、議会独自の意見を成田国際空港お
よび関係機関に発信し、将来的に９市町協議会へ
の参加を視野に入れた対応を図ることを目的とす
る。

調査期間
令和７年６月 13 日から議会が調査終了を議決す
るまで。 ただし、議会の閉会中も調査研究ができ
るものとする。

委 員
委　員　長：髙野　貴世志
副委員長：伊藤　均
委　　員：浅野　信行、根本　光治
　　　　　篠田　純一、髙山　久

成田国際空港対策特別委員会を設置 　

全
国
市
議
会
議
長
会

及
び
茨
城
県
市
議
会
議

長
会
か
ら
、
根
本
光
治

議
員
が
議
員
在
職
15
年

以
上
の
表
彰
を
受
け
ま

し
た
。
ま
た
、
全
国
市

議
会
議
長
会
か
ら
は
、

松
戸
千
秋
議
長
と
根
本

光
治
議
員
に
評
議
員
の

感
謝
状
が
授
与
さ
れ
ま

し
た
。
さ
ら
に
、
根
本

浩
議
員
、
黒
田
茂
勝
議

員
、
中
沢
仁
議
員
が
議

員
在
職
10
年
以
上
の
表

彰
を
受
け
ま
し
た
。

松戸 千秋 議長　中沢 仁 副議長
根本 光治 議員　根本 浩 議員　
黒田 茂勝 議員　　　 　 　　　


